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これからの生活は ?

働き続けたい希望は？

郵政労働者ユニオン

６５歳雇用打ち切り＝解雇は、社会問題！

　日本の高齢化率は世界の主要国で最高水準となり、２０５０年

には高齢化率は４０％近くに達します。

　中長期的には労働力人口の減少が見込まれ就業率の向上等を通

じて社会の支え手を確保していくことが必要となり、高齢者が６

５歳以降も働けるようにするために働き方の見直しや企業のあり

方が課題となっています。

　高齢者の就業実態は、２００９年でみれば、６５歳～６９歳の

就業率は男女計で３６．２％にも及んでおり、また、男性のみで

は４６．９％にもなっています。また、年々その割合は増加して

います。

　厚生労働省は、こうした状況を受けて２００８年２月に「雇用

政策基本方針～すべての人々が能力を発揮し、安心して働き、安

定した生活ができる社会の実現～」を発出し、「意欲と能力があれ

ば６５歳までに限らず、６５歳を超えても働ける社会の実現に向

けた取り組みを進めていくことが必要であり、年齢にかかわりな

く働き続けることができる社会を目指す取組の一環として、『７０

歳まで働ける企業』の普及・促進を図る」ことを求めています。

　今回の会社の提案は、こういった社会的に要請されている高齢

者の雇用拡大に逆行するものであり、私たちは、今回の提案を受

け入れることはできません。 
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　過去１年間の定年到達者（46 万 7千人）のうち、継続雇用された者の数（割合）
は 33 万 5千人（71.7％）、継続雇用を希望したが基準に該当しないことにより離職し
た者は 9千人（2.0％）、継続雇用を希望した者について見ると、継続雇用された者の
割合は 97.3％、基準に該当しないことにより離職した者の割合は 2.7％となっている。
　また、継続雇用制度により雇用確保措置を講じている企業のうち、希望者全員を継
続雇用している企業では、過去 1年間の定年到達者 12 万 9千人のうち、継続雇用さ
れた者の数（割合）は 10 万 4千人（80.5％）となっている。基準該当者を継続雇用
している企業では、過去 1年間の定年到達者 29 万 7千人のうち、継続雇用された者
の数（割合）は 20 万 2千人（67.8％）、継続雇用を希望したが基準に該当しないこと
により離職した者は 9千人（3.0％）となっている（別表６）。

　「表５，６，７」（厚労省Ｈ22）でも明らかなように、雇用継続を希望する
高齢者の雇用継続は、高齢化社会の到来という重要な社会問題を背景に、高齢
者の働く場の確保という視点からも社会の大きな流れになっています。
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年　金　の　概　要
　「６５歳定年」で会社を辞めることになった場合、退職後の生

活の糧は年金しかなくなります。

　年金の仕組は複雑ですが、基本的な概要は下記のとおりです。

○　年金支払い義務⇒国民年金は２０歳以上全員納付義務
　　　　　　　　　⇒厚生年金→１日６時間以上の勤務者は加入義務
　　　（※厚生年金に加入できない１日６時間未満勤務者は、国民年金納付義務）
　　　（※厚生年金加入の場合は、両年金を支払っていることになる）
○　年金支払額　国民年金　Ｈ23→15,020 円　年々増加し、16,900 円で固定
　　　　　　　　厚生年金　労使で折半（標準報酬月額×保険料率）　
　　　　　　　　　　　　　Ｈ23→16.058％（個人負担 8.029％）
　　　（月給 1０数万円でも、国民年金月額 15,020 円 (Ｈ23) の負担が必要）
○　年金受給資格
　　　国民年金及び厚生年金（郵政正社員は共済組合加入）を合計で２５年以上
　　納めていること
　　（例　自営業などで、国民年金を１５年納めたのち、会社に就職し１０年以上
　　　　厚生年金に加入していた⇒２５年以上で受給資格有）
○　受給資格の特例
　　　※厚生年金、又は共済組合の加入期間が下記の場合、受給資格有
　　　　　・Ｓ27.4.1 以前の生まれ　　→20 年
　　　　　・Ｓ27.4.2 ～Ｈ28.4.1　　 　→21 年
　　　　　・Ｓ28.4.2 ～Ｈ29.4.1　　 　→22 年
　　　　　・Ｓ29.4.2 ～Ｈ30.4.1　　 　→23 年
　　　　　・Ｓ30.4.2 ～Ｈ31.4.1　　 　→24 年
○　老齢厚生年金受給額は老齢基礎年金額にプラスされますが、1年以上厚生年金
　加入者が資格要件
○ 　老齢基礎年金受給額
　　　Ｈ23 年度　月額   65,741 円（Ｈ22 年度 66,008 円より▲267 円）
　　　　　　　　 年額 788,892 円
　　　（※上記は 20 歳から 60 歳までの 40 年間納付した場合の満額支給額）
　　　　　・25 年納付（300 ヶ月）の場合は
　　　　　　　⇒788,892×300/480＝493,058 円 ( 月額 41,088 円）受給額
○　老齢厚生年金受給額
　　　⇒「平均標準報酬月額」を基本に加入年数等で金額決定される
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「65 歳定年制」は、高齢者の生活を直撃します

【ケース 1　年金がもらえない場合も出てきます】
　「年金の概要」のとおり、退職後の生活の糧である年金は、国民

年金、厚生年金のいずれかを 25 年以上、または納付年数が合計で

25 年以上でないと受給資格がありません。

　国民年金も厚生年金も「未納」が大きな社会問題になりました。

郵政の場合、６時間以上の雇用者について厚生年金を納めています

が、６時間雇用以下の期間雇用社員は国民年金を自ら支払っており、

「支払続けるのは難しい」との声も多く聞かれます。

　また、多くの会社が厚生年金を支払っていなかったことも社会的

な問題となっていますし、国民年金の納付率は７割弱と言われ、３

割を超える方は支払っていない、あるいは支払うことができない状

況となっています。

　以前に他の会社に勤めそこを辞めた、企業のリストラで辞めざる

を得なくなって郵政に期間雇用社員として雇用された、自営業をし

ていたがそれを辞め郵政に就職した、等々といった方の中には、以

前の会社が年金を支払っていなかった、あるいは、会社を辞めてか

ら、あるいは、自営業を営んでいる一時期、国民年金を払えなかっ

た、といった方もおられます。

　年金は、いくつかの特例はあるものの、保険料を納めた期間が２

５年以上なければ支給されません。

　それゆえ、全く年金を受け取れない方も出てくることになり、６

５歳定年制は本当に死活問題です。
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【ケース２　年金がもらえても生活困難な場合】
　老齢厚生年金は、働いていたときの賃金を基準に「標準報酬月額」が

決められ、それを基準に在職期間に応じて年金受給額が決められます。

それゆえ、期間雇用社員の場合、年収が極めて低額である、さらには期

間雇用社員になる前に国民年金を納付していなかったので、年金期間も

25 年の受給資格ぎりぎりといった場合も出てきます。

　　　　　　　【参考例（2011 年度の年金額で計算）】
●年収 200 万円（標準月額 17 万円）、加入 25 年の場合

●老齢基礎年金額

　　788,892　×　300/480　＝　493,058 円

　　　　300＝25 年納付（300 ヶ月）　480＝40 年（480 ヶ月）満額が基準

●老齢厚生年金額

　　（Ｓ21.4.2 以後生まれで計算、生年月日により乗率が若干違ってきます）

　△定額分　1,676 円×1.0×300×0.985＝495,258 円

　　　　（1.0→生年月日による乗率　300→納付月数　0.985→物価スライド率）

　△報酬比例部分

　　・基本計算方法　（Ａ＋Ｂ）×　1.031　×　0.985（物価スライド）

　　・Ａ・Ｂの計算⇒平均標準報酬月額×（生年月日により乗率）×納付月数

　　　Ａ＝Ｈ15 年 3月以前の被保険社期間の生年月日による乗率で計算

　　　Ｂ＝Ｈ15 年 4月以後の被保険社期間の生年月日による乗率で計算

　　　Ｈ15 年 3月以前と以後で標準報酬の生年月日による乗率が変わります

　　⇒　以前　7.50/1000　　以後　5.769/1000

　△報酬比例部分金額（Ｈ15 年 3月以前の乗率で計算）

　　Ａ＝平均標準報酬月額×7.50/1000×300（25 年）

　　※個人によって異なり、また、計算が複雑になるのでＡのみで計算

　　170000 円×7.50/1000×300×1.031×0.985＝388,442 円

　▲老齢厚生年金受給額合計　495,258＋388,442＝883,680 円

●老齢基礎年金＋老齢厚生年金＝1,376,738 円（年金として受給できる年収）
　上記の例のとおり、年収 1，３７６，７３８円しかならず、生活が極めて困難
になる場合も出てきます。
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高齢者だけの問題ではありません！

　当面の課題として、６５歳以上の期間雇用社員の雇止め＝定年実

施をさせない取り組みが求められていますが、これは、高齢者だけ

の問題ではありません。

　郵政には２０万人を超す期間雇用社員が働いており、また、日本

全体では３分の１の労働者が有期雇用となり、年収２００万円未満

の労働者がほぼ２千万人になっています。

　このような状況の中で、年金が払えない、さらには年金を払い続

けても「標準月額」を基礎に年金支給額が決められている中で、低

賃金で働く非正規雇用労働者は極めて低額な年金しか支給されな

い、という状況が今の若い非正規雇用労働者の将来に待ち構えてい

ることになります。

　特に、一定の年齢に達してから郵政に採用された、現在４０代や

５０代の期間雇用社員にとって、切実な問題です。

　年金支給資格（払込期間２５年）にとどかない期間雇用社員、低

賃金であるがゆえの低額な年金支給額、それに追い打ちをかけるよ

うに、郵政の期間雇用社員には退職金の支給もありません。

　それで、６５歳になれば定年ですと雇止めされれば、本当に生活

できなくなります。

　私たちは、郵政の「６５歳定年制」に断固反対し、働き続けるこ

とを希望する全期間雇用社員の雇用継続を求めます。

　多くの皆さんのご支援をお願いいたします。

　　　〒101-0021　東京都千代田区外神田 6-15-14-502　03-3837-5391
　　　　　　　　　 http://union.ubin-net.jp/
 （支援共闘 )
ＮＰＯ法人ゆうせい非正規労働センター（非正規センター・ゆい）
　　　〒670-0805　兵庫県姫路市西中島 208-4-201　079-222-0738
             　　                  http://www.usay-npo.org/

郵政労働者ユニオン
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